
1

広島県情報公開・個人情報保護審査会　諮問（情）第６２号

第１　審査会の結論

(１) 広島県教育委員会（以下「実施機関」という。）は，本件異議申立ての対
象となった行政文書部分開示決定において不開示とした部分を開示すべき

である。

(２) 実施機関が不存在を理由として行った行政文書不開示決定は，妥当であ
る。

第２　異議申立てに至る経過

１　開示の請求

　異議申立人は，平成１５年９月１６日，広島県情報公開条例（平成１３

年広島県条例第５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機

関に対し，「平成１６年度広島県立広島中学校・広島高等学校の教科用図書

の採択に係る (１) 教育委員会議議事録（７・８月分），(２) 教科用図書選

定審議会議事録（４・７月分），(３) 広島県立広島中学校・高等学校教科用
図書選定会議議事録（６／４，６／２３，７／９，７／１０分）」の開示を

請求（以下「本件請求」という。）した。

２　部分開示及び不開示（不存在）の決定

　実施機関は，「平成１６年度広島県立広島中学校・広島高等学校の教科用

図書の採択に係る (１) 広島県教育委員会会議録（７・８月分）（以下「本
件対象文書Ａ」という。），(２) 広島県教科用図書選定審議会議事録（４・
７月分）（以下「本件対象文書Ｂ」という。）及び (３) 広島県立広島中学校・

高等学校教科書選定会議議事録（６／４，６／２３，７／９，７／１０分）

（以下「本件対象文書Ｃ」という。）を本件請求の対象となる行政文書とし，

本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂについては条例第１０条第５号（審

議・検討等情報。以下「第５号」という。）及び条例第１０条第６号（行政

執行情報。以下「第６号」という。）に該当する情報が含まれることを理由

に行政文書部分開示決定（以下「本件処分①」という。）を行い，本件対象

文書Ｃについては不存在を理由として行政文書不開示決定（以下「本件処

分②」という。）を行い，それぞれ平成１５年１０月８日付けで異議申立人

に通知した。

３　異議申立て

　異議申立人は，平成１５年１１月１２日，本件処分①及び本件処分②を不
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服として，行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定によ

り，実施機関に対し異議申立てを行った。

第３　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　本件処分①及び本件処分②を取り消し，全部開示の決定を求めるという

ものである。

２　異議申立ての理由

　異議申立人が，異議申立書，意見書及び口頭による意見陳述で主張してい

る異議申立ての理由は，おおむね次のとおりである。

(１) 「発言者の氏名」について
　「発言者の氏名」に関しては，採択事務終了後に開示を求めるのであ

るから，採択に影響を及ぼすことはあり得ないし，責任をもって決定内

容にかかわったことを明らかにするには，本来は名前を公表すべきであ

るが，「Ａ委員」のような記号表記で開示しても構わない。そうすれば，

特定の発言者が，その意見に賛同しない団体や個人からの圧力や干渉等

の影響を受けることにはならない。

(２) 「教科用図書名，教科用図書発行者名及び当該教科用図書の評価に関

する記載」について

ア　「生徒や保護者，学校現場や住民の間に不安・動揺を与える。」とい

う実施機関の主張について

　広島県内の公立中学校や県立学校で実際に使用されている教科用図

書は，各教育委員会，選定委員会及び各学校に置かれた教科書選定会

議などで実施機関の作成した選定資料を参考にしながら，十分な調査

研究に基づき自主的に選定されたはずである。

　その際に教科用図書の調査研究の観点や視点には，地域性や学校の

特色などをそれぞれ加えて選定したのであるから，採択結果が同じも

のであるはずがなく，同じ教科用図書を使用していないからといって，

そこに優劣をつけてみて不安を感じるだろうか。

　ありもしないことを仮定して「おそれがある」とするのはいかがな

ものか。疑問を感じざるを得ない。

イ　「特定の教科用図書の採択の可否が主張されたり，不採択運動に利
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用されたりすると，教育委員会の採択事務の適正な遂行に支障が生じ

る。」という実施機関の主張について

　実施機関に寄せられた特定の教科用図書に対する賛否両論は，採択

に至る前の選定委員会や教育委員会の会議録が開示されていたことか

ら得た情報に基づいて行われたものではないことは明白な事実である。

事後に得た評価情報で，次の採択の可否を主張したり，不採択運動が

展開されることは考えられない。

　２００５年には，中学校の教科用図書の採択が行われるが，発行者

はそれぞれこれまでとは違う新しい教科用図書の申請本を用意し，２

００４年４月には文部科学省に提出するため，諸会議の評価情報は，

過去のものとなるはずである。

ウ　「特定の教科用図書発行者の企業活動や社会的信用に不利益を与え

る。」という実施機関の主張について

　教科用図書の発行者にとっても採択に至る経過の中で，自他の教科

用図書についてどのような観点で調査研究され，審議されたのかとい

う評価情報は欲しいはずである。その中から次期の採択に向けての成

果を得るためのヒントを得るものではないか。

　（採択結果や理由を）公表することは，「教科書編集者にとって今後

の教科書編集に資するという意義もある。」と平成２年３月６日付けの

「教科書採択の在り方について」の教科書採択の在り方に関する調査

研究協力者会議の報告で書かれている。

　２００１年に，文部科学省により全国の採択区の採択結果及び採択

冊数も公表されており，発行者にとっては，成果があったか否かも公

表されていると言ってよい。その数字を見て，生徒や保護者，学校現

場や住民が不安・動揺を感じることはあり得ない。

(３) 「広島県立広島中学校・高等学校教科書選定会議の議事録の不存在を
理由とする不開示」について

　実施機関によると，広島県立広島中学校・高等学校教科書選定会議（以

下「選定会議」という。）の「議事録のたぐいは作成していない。」とい

うことであるが，一応受け入れる。

第４　実施機関の説明要旨

　実施機関が理由説明書及び口頭による意見陳述で説明している内容を総合
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すると，本件処分①及び本件処分②を行った理由などについては，おおむね

次のとおりである。

１　本件処分①ついて

(１) 第５号該当性
　本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂが，第５号の「県の機関…の内部

又は相互間における審議，検討…に関する情報」に該当することは明ら

かである。

　また，本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂ中不開示とした部分につい

ては，これを公にすることにより，次のような重大な支障が生ずるおそ

れがあり，これが第５号の「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ，不当に県民の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え，若しくは不利益を及ぼすおそれが

あるもの」に該当することも明らかである。

　本件において不開示にした教科用図書名，教科用図書発行者名及び当

該教科用図書の評価に関する記載は，あくまで広島県立広島中学校（以

下「広島中学校」という。）及び広島県立広島高等学校（以下これらを「広

島中・高等学校」という。）の独自の教育方針，教育目標，さらに教育課

程に照らして最も適切なものを採択するとの観点から説明がなされたも

のであり，それぞれの教科用図書についての絶対的評価をしたものでは

ない。これらの評価情報が公となった場合，広島県内の公立中学校や県

立学校で実際に使用されている教科用図書の優劣等について様々な憶測

や誤解を生じ，その使用について生徒や保護者に不安を抱かせるなど，

学校現場や住民の間に混乱を生じさせるおそれがある。

　さらに，教科用図書採択の在り方そのものについても住民の間に無用

の議論を呼び，ひいては不安・動揺を生じさせるおそれがある。

　本件対象文書Ａ中不開示にした発言者の氏名が公となった場合，特定

の発言者が，その意見に賛同しない団体や個人からの圧力や干渉等の影

響を受けることによって，広島県教育委員会会議（以下「教育委員会会

議」という。）での率直な意見の交換や意思決定の中立性が損なわれるお

それがある。

(２) 第６号該当性

　本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂに記載の，広島中・高等学校にお

いて使用する教科用図書の採択に関する事項が，第６号の「県の機関…

が行う事務又は事業に関する情報」に該当することは明らかである。
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　本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂ中不開示とした前記評価情報につ

いては，これが公となった場合，それを根拠として，今後，採択権者以

外の者によって，特定の教科用図書の採択の可否が主張されたり，特定

の教科用図書の不採択運動に利用されたりすると，公正・中立な採択決

定に影響を与えるなど，教科用図書の採択事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあり，これが第６号の「当該事務又は事業の性質上，当該

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当す

ることもまた明らかである。

(３) 条例第１０条第３号該当性（追加理由）
　本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂ中不開示とした前記評価情報につ

いては，これが公となった場合，これら教科用図書について実施機関が

した絶対的評価として流通する可能性が高いことや，教科用図書発行者

の編集能力や執筆者の執筆能力等を実施機関が評価し，順位付けしたも

のとしてとらえられるおそれのみならず，これらの者への誹謗中傷など

を行う目的で使用されるおそれがあることから，将来に向かって，特定

の教科用図書発行者の企業活動や社会的信用に大きな不利益をもたらす

おそれが高い。

　そうすると，こうした評価情報を公にした場合には，教科用図書発行

者である法人等の「権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れ」があり，条例第１０条第３号（事業活動情報。以下「第３号」とい

う。）にも該当するということができる。

２　本件処分②について

　選定会議は，その会議の性格から，検討等の内容の詳細について公表す

ることを，もとより前提としておらず，また，議事録の作成も義務付けら

れたものではなかったことから，議事録のたぐいを作成していない。

　したがって，本件対象文書Ｃは存在しない。

第５　審査会の判断

１　広島中・高等学校において使用する教科用図書の採択について

　本件請求の対象は，平成１６年度開校予定（当時）の広島中・高等学校

において使用する教科用図書の採択に関する会議の議事録等である。

　広島中・高等学校において使用する教科用図書の採択は，次のとおり行

われた。
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(１) 平成１５年４月４日，広島県教科用図書選定審議会（以下「選定審議
会」という。）の第１回会議において，平成１６年度に使用する教科用

図書に係る採択の基本方針等について審議された。

(２) 平成１５年５月２９日，実施機関は，広島中・高等学校の教職員らか
らなる選定会議を設置した。

(３) 平成１５年７月１１日，教育委員会会議で，広島中・高等学校の教科

用図書の採択に関する進捗状況について報告がなされた。

(４) 平成１５年７月２９日，実施機関は，第３回選定審議会において，広
島中学校の教科用図書の採択について，意見を聴いた。

(５) 平成１５年８月７日，選定会議から選定理由書が実施機関に提出され
た。

(６) 平成１５年８月８日，教育委員会会議で，採択に関する意見聴取がな

された。

(７) 平成１５年８月１２日，実施機関は，所要の決裁を経て，広島中・高
等学校において使用する教科用図書の採択を行った。

２　本件処分①について

(１) 判断に当たっての基本的な考え方

　条例は，県民の行政文書の開示を求める権利等を定めることにより，

県が県政に関し県民に説明する責務を全うするよう努めること等を目的

としており（第１条），実施機関は，条例の解釈及び運用に当たっては，

県民の行政文書の開示を求める権利を十分に尊重するものとする（第３

条）とされている。

　一方，条例第１０条各号には，公にすることにより，個人や法人等の

正当な権利利益を侵害し，行政の適正な執行を妨げ，ひいては県民全体

の利益を損なうことのないよう，原則公開の例外として，限定的に不開

示事項を定めている。

　これは，公開を原則としつつも，例外的に不開示とせざるを得ない情

報があることを定めたものであるが，この条項の運用については，上記

のような条例の理念から，厳正に判断しなければならないことは言うま

でもなく，不開示とする行政文書の範囲は必要最小限にとどめるよう慎

重に判断する必要がある。

(２) 本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂについて
ア  本件対象文書Ａは，平成１５年７月１１日及び同年８月８日に開催
された教育委員会会議の会議録のうち，広島中・高等学校で使用する教



7

科用図書の選定に関する記述であり，不開示とされたのは，次の部分で

ある。

(ア) 発言者の名前，職名その他発言者が特定され得る部分（会議にお

ける役割上，誰が発言しているかが明らかな記載を除く。以下「発

言者名」という。)
(イ) ７月１１日の会議録中各教科用図書の記述内容を説明した部分

(ウ) ８月８日の会議録中各教科用図書の評価に関連して言及された教
科用図書発行者名及びそれが推察される部分

イ　本件対象文書Ｂは，平成１５年４月４日に開催された第１回選定審

議会及び同年７月２９日に開催された第３回選定審議会の議事録で

あり，不開示とされたのは，第３回選定審議会の議事録中各教科用図

書の記述内容や特徴等を説明した部分である。

(３) 発言者名についての判断

　実施機関は，発言者名を公にすると，意見に賛同しない団体・個人か

ら圧力・干渉等の影響を受けることによって，教育委員会会議での率直

な意見の交換や意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるため，第５

号に該当すると主張する。

　なるほど，会議の議事録に記載された発言者名や発言内容が後日公開

されるということになれば，委員等が主観的に何らかの精神的負担を感

じることがあり得ることは否定できない。しかしながら，教育委員とい

う職の重要性と職責を考えると，そのような状況の中でも率直に意見交

換を行い，ふさわしい教科用図書を選定することが期待されているとい

うべきであり，かつ，発言者名を公にすることにより，このような役割

を果たすことが客観的に困難になるとは考え難い。

　したがって，発言者名は第５号に該当せず，開示すべきものと判断す

る。

(４) 発言者名以外の不開示部分についての判断

　実施機関は，発言者名以外の不開示部分を「評価情報」として，不開

示とした理由を一括して説明しているので，この部分について検討する。

ア　第５号該当性について

　まず，実施機関は，本件対象文書Ａ及び本件対象文書Ｂが「県の機

関…の内部又は相互間の審議，検討等に関する情報」であるとした上
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で，不開示部分に記載された評価が広島中・高等学校の独自の観点か

ら行ったものであり，絶対的な評価ではないにもかかわらず，それを

公にすることにより，教科用図書の優劣等について憶測や誤解を招き，

学校現場や住民の間に混乱を生じさせるおそれがあるなどとして，第

５号に該当すると主張する。

　そもそも第５号において，「不当に県民の間に混乱を生じさせるお

それ」がある場合に不開示とすることとされているのは，審議，検討

等の段階の未成熟な情報や事実関係の確認が不十分な情報を公にする

ことにより，それが確定的な情報であるとの誤解や憶測を招き，県民

への不当な影響が生じないようにするためである。

　そうすると，本件請求時には広島中・高等学校の教科用図書の採択

が終了していたにもかかわらず，「学校現場や住民の間に混乱を生じ

させるおそれがある」ため第５号に該当すると主張するのであれば，

評価情報が意思決定前の審議，検討段階における情報であったことと，

そうした支障が生じることとの間の関連を明らかにする必要があるが，

実施機関からはそのような説明はなされていない。

　実施機関の主張する支障は，評価情報が審議の途中段階の未確定な

情報であることに起因して生じるというのではなく，評価自体の性質

が誤解されることによって生じるというものであり，会議録に記載さ

れた情報であるとはいえ，そのような支障までも第５号該当性の問題

として主張することは，上記の趣旨に照らし，適当でないと言わざる

を得ない。

　したがって，発言者名以外の不開示部分は第５号に該当しないと判

断する。

イ　第６号該当性について

　次に，実施機関は，評価情報が公にされると，「それを根拠として，

今後，採択権者以外の者によって，特定の教科用図書の採択の可否が

主張されたり，特定の教科用図書の不採択運動に利用されたりすると，

公正・中立な採択決定に影響を与えるなど，教科用図書の採択事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれが（ある）」ため，第６号に該当する

と主張する。

　しかしながら，実施機関が不開示とした部分を開示することによっ

て，教科用図書の公正・中立な採択決定に影響を与えることになると

いうのは，抽象的なおそれにすぎず，法的保護に値する蓋然性がある

とは認められない。



9

　また，仮に開示された情報に基づいて何らかの見解が採択権者以外

の者によって主張されることがあるとしても，それを支障であるとし

て開示しないという考え方は，教科用図書の採択に関する県民の意見

を封じることにつながりかねないのであって，教科用図書の採択事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。広島県

教科用図書採択検討会議が平成１３年１月２６日付けで提言した「教

科書採択の在り方について」においても，「児童生徒や教員はもちろん

のこと，県民にとっても教科書や教科書採択に対する関心は高い」た

め，「幅広い視野からの意見を取り入れる工夫をするとともに，教科書

採択に係る情報について積極的に公開していくこと。」とされていると

ころである。

　したがって，発言者名以外の不開示部分は第６号に該当しないと判

断する。

ウ　第３号該当性について

　実施機関は，本件処分①を行った際の行政文書部分開示決定通知書

では，評価情報を不開示とした理由として，第５号及び第６号該当性

を挙げていたが，理由説明書において，第３号該当性を追加して主張

している。本来審議の途中段階において，新たな不開示理由を追加す

ることは好ましくないが，第３号該当性の主張については，異議申立

人に意見書及び口頭意見陳述において反論の機会を与えており，本審

査会がこれを含めて審議しても，異議申立人に実質的な不利益を与え

るとは言えないため，ここで検討することとする。

　実施機関の第３号該当性についての主張は，評価情報が公にされれ

ば，教科用図書について実施機関がした絶対的評価として流通する可

能性が高いことなどから，教科用図書発行者や執筆者への誹謗中傷な

どを行う目的で使用され，特定の教科用図書発行者の企業活動や社会

的信用に大きな不利益をもたらすおそれがあるというものである。

　しかしながら，不開示とした部分には，教科用図書の記述内容の説

明や特定の視点に関する断片的な評価が記載されているにすぎないの

であって，教科用図書発行者等に対する「誹謗中傷などを行う目的で

使用される」ような内容であるとは，到底考えられない。

　また，全国で行われている教科用図書の採択結果は，各都道府県の

ホームページ等で公開されているが，各学校や採択地区の独自の教育

方針や実情等に照らして最も適したものが採択されるのであるから，

採択結果が様々であることは言うまでもない。それにもかかわらず，
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広島県の一学校において使用する教科用図書の採択に係る評価が明ら

かにされることによって，特定の教科用図書発行者の企業活動や社会

的信用に大きな不利益をもたらすというのは，憶測の域を出ない。

　したがって，発言者名以外の不開示部分は，第３号に該当せず，開

示すべきものと判断する。

３　本件処分②について

　実施機関は，本件対象文書Ｃについて，「選定会議は，その会議の性格か

ら，検討等の内容の詳細について公表することをもとより前提としておら

ず，また，議事録の作成も義務付けられたものではなかったことから，議

事録のたぐいを作成していない」ため，不存在であると主張している。

　選定会議は４回開催されているが，第２回を除き，最初に全体会を行い，

その後各教科，種目ごとの部会に分かれて調査・検討が行われており，第

２回については，部会のみで調査・検討が行われている。実施機関の説明

によると，選定委員は，各自の分担にしたがって，それぞれ報告書の原稿

を作成するための作業を行っており，各部会において報告書を作成してい

くことが選定会議の進行内容になっているため，その都度議論して議事録

を作成しなくても，支障なく会議を進めることができるということであっ

た。

　確かに，選定会議がそのような作業を行う過程という性質のものであれ

ば，委員が議論を重ねることによって合議体としての意思形成を図ってい

く形式の会議とは異なり，必ずしも議事録を作成することに適さないこと

も考えられる。また，各委員が調査研究や情報交換等を行った内容は，そ

の都度報告書の原稿に反映されるのであろうから，「議事録を作成しなく

ても，支障なく会議を進めることができる。」という実施機関の説明も理解

できるところである。

　したがって，本件対象文書Ｃが存在しないため開示することができない

とした決定は妥当であると判断する。

　なお，広島中・高等学校の教科用図書の選定過程において，選定会議は

実質的に重要な役割を担っていると考えられるため，県民が選定会議の経

過について何も知ることができないというのでは，実施機関の説明責任を

果たすことができない。

　このため，議事録は作成していなくても，選定会議での配付資料など，

それに代わる何らかの文書が存在しているのであれば，開示請求時に開示

請求者に教示するなどして，可能な限り開示請求者の便宜を図ることが望

ましい。また，今後本件と同様の教科用図書選定に係る会議が設けられた
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際には，選定会議の開催状況や報告書の作成過程が分かるような資料を作

成し，積極的に県民に情報提供するなど，これまで以上に開かれた採択が

推進されることを期待する。

４　結論

　よって，当審査会は，「第１　審査会の結論」のとおり判断する。
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別　記

審　査　会　の　処　理　経　過

年　月　日 処　理　内　容

１５．１２．１７ ・諮問を受けた。

１５．１２．２５ ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。

１６．　２．１９ ・実施機関からの理由説明書を収受した。

１６．　２．２７
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。
・異議申立人に意見書の提出を要求した。

１６．　４．　１ ・異議申立人からの意見書を収受した。

１６．　４．　２ ・実施機関に意見書の写しを送付した。

１７．　７．２７
(平成 17年度第 2部会第 1回)

・諮問の審議を行った。

１７．　８．３０
(平成 17年度第 2部会第２回)

・異議申立人から本件処分に対する意見を聴取
した。
・諮問の審議を行った。

１７．　９．２７
(平成 17年度第 2部会第 3回)

・実施機関の職員から本件処分に対する意見を
聴取した。
・諮問の審議を行った。

１７．１０．２４
(平成 17年度第 2部会第 4回)

・諮問の審議を行った。

１７．１１．３０
(平成 17年度第 2部会第 5回)

・諮問の審議を行った。

１７．１２．２０
(平成 17年度第 2部会第 6回)

・諮問の審議を行った。

１８．　１．３１
(平成 17年度第 2部会第 7回)

・諮問の審議を行った。

１８．　２．２８
(平成 17年度第 2部会第 8回)

・諮問の審議を行った。

１８．　３．２７
(平成 17年度第 2部会第 9回)

・諮問の審議を行った。
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